
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

1,078,353

重要政策推進枠　147,610百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　平成１６年度の国立大学法人化以降、国立大学法人の教育研究の特性に配慮するとともに、教育研究の活性化につなげるため、全ての法人が安
定的・継続的に運営を行うための基盤的な経費として国立大学法人運営費交付金を措置。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,085,812 1,081,655 1,091,486

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,085,812 1,081,655 1,091,486 1,084,868 1,108,882

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 1,080,672 1,079,024 1,078,634 1,078,353 1,108,882

- - -

-

平成16年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) 5,140 2,631 12,852

6,515

6,515

令和5年度第1次補正予算

2023 文科 22 0166

文部科学省

政策
４．個性が輝く高等教育の振興
８．科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

事業の目的
（5行程度以内）

　各国立大学法人は、我が国の学術研究と研究者等の人材養成の中核的機関としての機能を担うほか、全国的に均衡のとれた配置により、地域の
教育、文化、産業の基盤を支え、学生の経済状況に左右されない進学機会を提供している。
　各法人が各々の中期目標・中期計画に定められた教育研究活動等を継続的・安定的に実施するため、運営に必要な経費を措置し、教育研究の充
実と活性化を図る。

国立大学法人支援課
国立大学法人支援課長
井上　睦子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条において準用する独
立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条

関係する
計画、通知等

第４期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在
り方について審議まとめ（令和3年6月）
第4期中期目標（令和4年2月28日文部科学大臣提示）
第4期中期計画（令和4年3月30日文部科学大臣認可）

事業名 国立大学法人の運営に必要な経費 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策
４-１．大学などにおける教育研究の質の向上
８-２．基礎研究・学術研究の振興

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

4-1：https://www.mext.go.jp/content/20210922-mxt_kanseisk02-000017742-4_1.pdf
8-2：https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-000024706-04.pdf

事業概要URL -

(項)
令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 1,078,353

1,108,882

100%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

国立大学法人運営費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

　

　

　

(目) 国立大学法人運営費交付金

その他

1,108,882

令和５年度予算において全８６法人に措置。令和４年度から開始した第４期中期目標期間においては、各法人がそれぞれのミッションに基づいて、自
律的・戦略的な経営を進め、社会変革や地域の課題解決を主導していくことが求められていることから、６年間の中期目標期間を通じて各法人が担
う特有のミッション実現のために必要な取組を支援するとともに、各法人の活動全体の実績・成果等について共通指標により客観的に評価を行うこと
で一層の経営改革を促進する。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

8689 86

成果実績

34,316

目標値 億円 31,964

104.8 102.5

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

86

国立大学法人運営費交付金は、国立大学法人等が教育研究活動等を行うための基盤的経費として措置されているが、国立大学法人の活動は運営費交付金の
みではなく、学生納付金収入や外部資金など様々な財源により実施されている。第４期中期目標期間の国立大学法人等には、より一層、社会・地域貢献や産業界
との共同研究等の活動を拡大していくことが求められており、そのため、教育研究活動の維持・発展に必要な事業規模が確保される必要がある。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

89

-

-

-

国立大学法人等は、国立大学法人法に基づき、中期目標の達成状況の評価を受けることとなっている。基盤的経費である運営費交付金をはじめとする財源を活
用し、安定的な運営がなされることで、中期目標を確実に達成することが求められる。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立大学法人の決算

令和2年度 令和3年度

-

9 年度

各法人が掲げる中期目標の達成

業務運営・財務内容等の中期目標期
間評価において、「中期目標を達成し
ている」（４年目終了時においては
「中期目標の達成に向けて順調に進
んでいる」）と評価を受けた項目の割
合 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

全法人における教育研究活動の安定
的、継続的な運営の実施

交付法人数
活動実績

年度

31,928 33,463

定量的な成果指標 単位

法人 89

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 法人

- -

86

活動目標 活動指標

89

達成度 ％

国立大学法人等の安定的な事業規模
の確保

国立大学法人の事業規模（経
常費用）※前年度実績を目標
値とする。

成果実績 億円 31,928 33,463

99.9

各国立大学法人、大学共同利用機関法人がそれぞれの中期目標・中期計画に基づき、人材の確保や教育研究環境の整備を行うための基盤的経費として措置。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立大学法人・大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間の業務の実績に関する評価結果（令和5年3月23日　国立大学法人評価委員会）
※第３期中期目標期間の評価結果を令和３年度の数値として記載。令和4年度から開始した第4期中期目標期間は４年目終了時及び６年目終了時に業務の実績
に関する評価を実施予定。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 86 -

目標値 ％ - - -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和10年度実施)

-
点検結果

令和４年度から開始した第４期中期目標期間における配分の仕組みは、各国立大学が担う
特有のミッション実現のために必要な取組を支援するとともに、国立大学の活動全体の実
績・成果等について共通指標により客観的に評価を行うことで一層の経営改革を促進する
こととしている。全体として、教育研究組織改革が促進され、ダイバーシティの推進や外部資
金獲得の拡大の取組が広まっている。
各法人の事業の実施状況については、国立大学法人法に基づき、国立大学法人評価委員
会による評価を行っているが、第３期中期目標期間の業務実績に関する評価結果では、多
くの法人で中期目標を達成していると評価されているが、一部の項目において達成していな
いと評価された項目もあり第４期中期目標期間中の改善が求められる。

-

-

この事業は、概ね計画通りに実施されていると考えられるが、引き続き事業の成果のより的確な把握に努めるべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0160

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

文部科学省から各国立大学法人に対し、令和５年度から各大学の本部において支援の受給状況を一元的に把握する体制構築に取り組むよう要請を行った。

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0146

-

【令和4年度予算執行調査】
調査事案名：　（11）博士課程学生への経済的支援
今後の改善点・検討の方向性：
・各大学の本部（学生支援を担当する部署等）において、経済的支援の受給状況を一元的に把握する体制を構築すべき
・各大学の本部において、他の経済的支援の受給状況を勘案しながら、各経済的支援への推薦等を実施すべき。
※国による博士課程学生への経済的支援の1つとして、各国立大学が国立大学法人運営費交付金を財源として実施する授業料免除が調査対象に含まれている。

令和2年度 文部科学省 0151

0163

令和4年度 2022 文科 21

令和元年度予算から共通指標に基づく客観性の高い評価・資源配分の仕組みを導入し、各大学の改革インセンティブの向上を図っている。令和４年度からの第４
期中期目標期間においても、客観・共通指標に基づく配分をより実効性ある仕組みとすることで一層の経営改革を促進する。また、各国立大学が担う特有のミッ
ション実現のために必要な取組を支援する。

本事業は、国立大学法人全体として事業の評価を行う必要があるため、個別に切り分けることが困難であり１事業としている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 137,新29-0023

平成29年度 140

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 190

平成25年度 145

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

国立大学への公費投入・配分の適切さを国民・社会に示すため、教育研究活動の実績・成果等を客観的に評価し、その結果に基づく配分を実施している。国立大
学の第4期中期目標期間を通じた資源配分の仕組みとして、教育研究活動の継続性・安定性とのバランスに留意しつつ、必要な改善を検討する。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

137

平成30年度 153

平成23年度 170

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 148

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

一般管理費 管理運営に要する経費

319,258

人件費（附属病院以
外）

教職員に対する給与等に関する経費 1,004,232

受託研究費等 受託研究及び共同研究の実施に要する経費 310,239

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

診療経費 附属病院における診療に要する経費（附属病院の人件費を含む） 1,446,150

計 3,431,616 計

173,848

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

教育経費 教育に要する経費 177,889

研究経費 研究に要する経費

事業概要

3,431,616百万円（令和４年度決算ベース）

文部科学省

1,091,486百万円

国立大学法人が行う業務の一部に充てるため運営費
交付金を交付

〔交付〕（全８６件）

【A】国立大学法人運営費交付金

1,091,486百万円（運営費交付金）



支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- - -10 国立大学法人広島大学 1240005004054
法人が行う教育研究活動等
の業務

25,958
運営費交付金

交付

-

9
大学共同利用機関法人自然
科学研究機構

5012405001823
法人が行う教育研究活動等
の業務

27,090
運営費交付金

交付
- - -

- -

8 国立大学法人筑波大学 5050005005266
法人が行う教育研究活動等
の業務

36,281
運営費交付金

交付
- -

- - -

7 国立大学法人北海道大学 6430005004014
法人が行う教育研究活動等
の業務

36,944
運営費交付金

交付
-

6 国立大学法人九州大学 3290005003743
法人が行う教育研究活動等
の業務

39,427
運営費交付金

交付

-

5
国立大学法人東海国立大学
機構

3180005006071
法人が行う教育研究活動等
の業務

42,511
運営費交付金

交付
- - -

- -

4 国立大学法人大阪大学 4120905002554
法人が行う教育研究活動等
の業務

44,979
運営費交付金

交付
- -

- - -

3 国立大学法人東北大学 7370005002147
法人が行う教育研究活動等
の業務

48,695
運営費交付金

交付
-

2 国立大学法人京都大学 3130005005532
法人が行う教育研究活動等
の業務

56,644
運営費交付金

交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人東京大学 5010005007398
法人が行う教育研究活動等
の業務

82,980
運営費交付金

交付
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率


	行政事業レビューシート

